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第２編 平素からの備えや予防 

 

第１章 組織・体制の整備等 

 

 第１ 市における組織・体制の整備 

 

 

 

 

 

 

１ 市の各部局における平素の業務 

 

 市の各部局は、国民保護措置を的確かつ迅速に実施するため、その準備のための業

務を行う。 

 

【市の各部局における平素の業務】 

部局名 平素の業務 

各部局共通 ・ 関係する県の各部局からの情報収集、連絡調整に関すること。 

・ 所管する市有施設の管理に関すること。 

総務部 ・ 特殊標章の交付、許可に関すること。 

・ 国民保護計画の作成、見直しに関すること。 

・ 国民保護協議会の運営に関すること。 

・ 国民保護等の訓練に関すること。 

・ 住民への警報等の伝達体制の整備に関すること。 

・ 避難実施要領の策定に関すること。 

・ 住民の避難誘導に関すること。 

・ 被災者等の輸送に関すること。 

・ 自主防災組織に関すること。 

・ ボランティアに関すること。 

・ 食料その他の備蓄物資の整備に関すること。 

市民生活部 ・ 高齢者、障害者等の安全確保及び支援に関すること。 

・ 防疫に関すること。 

・ 日赤奉仕団、婦人会等諸団体の援助協力に関すること。 

建設経済部 

 

・ 農業団体との連絡調整に関すること。 

・ 家畜伝染病予防及び防疫に関すること。 

・ 河川の状況把握及び対策に関すること。 

・ 廃棄物及びし尿収集処理に関すること。 

・ 商工団体との連絡調整に関すること。 

・ 建設関係団体との連絡調整に関すること。 

 

  市は、国民保護措置を的確かつ迅速に実施するため、国民保護措置の実施に必要 

な組織及び体制、職員の配置及び服務基準等の整備を図る必要があることから、以 

下のとおり、各部局の平素の業務、職員の参集基準等について定める。 
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・ 道路状況の把握及び対策に関すること。 

・ 飲料水の供給に関すること。 

・ 管工事団体との連絡調整に関すること。 

消防本部 ・ 特殊標章の交付、許可に関すること。 

・ 危険物等取扱所の把握に関すること。 

・ 住民の避難誘導に関すること。 

・ 消防団に関すること。 

教育委員会 ・ 学校への警報等の伝達体制の整備に関すること。 

※市立病院 ・ 医薬品、医療用資機材に関すること。 

・ 医療機関、団体との連絡調整に関すること。 

  ※市立病院については、独立行政法人化に伴い協力体制をとることとする。 

 

２  市職員の参集基準等 

 

(1) 職員の迅速な参集体制の整備 

 市は、武力攻撃災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合の初動対応

に万全を期するため、武力攻撃事態等に対処するために必要な職員が迅速に参集で

きる体制を整備する。 

 

(2) 24時間即応体制の確立 

 市は、武力攻撃等が発生した場合において、事態の推移に応じて速やかに対応す

る必要があるため、常備消防機関との連携を図り、速やかに市長及び国民保護担当

職員に連絡が取れる24時間即応可能な体制を確保する。 

 

 (3) 市の体制及び職員の参集基準等 

 市は、事態の状況に応じて適切な措置を講ずるため、下記の体制を整備するとと

もに、その参集基準を定める。 

 その際、市長の行う判断を常時補佐できる体制の整備に努める。 

 

【職員参集基準】 

 

体    制 参 集 基 準  

①第１配備 準備体制 国民保護担当課職員が参集 

②第２配備 市国民保護警
戒体制 

原則として、災害警戒本部体制に準じて職員の 

参集を行うが、具体的な参集基準は、個別の事 

態の状況に応じ、その都度判断 

③第３配備 市国民保護対 

策本部体制 
全ての市職員が本庁又は出先機関等に参集 
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      【事態の状況に応じた初動体制の確立】 
 事態の状況 体制の判断基準 体制  

事態認定前 

市の全部課室での対応は不要だが、情報収集等の対応が 

必要な場合 
  ① 

市の全部課室での対応が必要な場合（現場からの情報に 

より多数の人を殺傷する行為等の事案の発生を把握した 

場合） 

  ② 

事態認定後 

市対策本部設置の 

通知がない場合 

市の全部課室での対応は不要だが、 

情報収集等の対応が必要な場合 
  ① 

市の全部課室での対応が必要な場 
合（現場からの情報により多数の 

人を殺傷する行為等の事案の発生を 

把握した場合） 

  ② 

市対策本部設置の通知を受けた場合   ③ 

 

(4) 幹部職員等への連絡手段の確保 

 市の幹部職員及び国民保護担当職員は、常時、参集時の連絡手段として、携帯電

話等を携行し、電話・メール等による連絡手段を確保する。 

 

(5) 幹部職員等の参集が困難な場合の対応 

 市の幹部職員及び国民保護担当職員が、交通の途絶、職員の被災などにより参集

が困難な場合等も想定し、あらかじめ、参集予定職員の次席の職員を代替職員とし

て指定しておくなど、事態の状況に応じた職員の参集手段を確保する。 

   

(6) 職員の服務基準 

 市は、(3)①～③の体制ごとに、参集した職員の行うべき所掌事務を定める。 

 

(7) 交代要員等の確保 

 市は、防災に関する体制を活用しつつ、市対策本部を設置した場合においてその

機能が確保されるよう、以下の項目について定める。 

○ 交代要員の確保その他職員の配置 

○ 食料、燃料等の備蓄 

○ 自家発電設備の確保 

○ 仮眠設備等の確保  等 

 

 ３ 消防機関の体制 

 

(1) 消防本部における体制 

消防本部は、市における参集基準等と同様に、消防本部における初動体制を整備
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するとともに、職員及び消防団員の参集基準を定める。その際、市は、消防本部に

おける24時間体制の状況を踏まえ、特に初動時における消防本部との緊密な連携を

図り、一体的な国民保護措置が実施できる体制を整備する。 

 

(2) 消防団の充実・活性化の推進等 

市は、消防団が避難住民の誘導等に重要な役割を担うことにかんがみ、県と連携

し、地域住民の消防団への参加促進、消防団に係る広報活動、全国の先進事例の情

報提供、施設及び設備の整備の支援等の取組みを積極的に行い、消防団の充実・活

性化を図る。 

また、市は、県と連携し、消防団に対する国民保護措置についての研修を実施す

るとともに、国民保護措置についての訓練に消防団を参加させるよう配慮する。 

    さらに、市は、消防本部及び消防署における参集基準等を参考に、消防団員の参

集基準を定める。 

 

４ 国民の権利利益の救済に係る手続等 

 

(1) 国民の権利利益の迅速な救済 

市は、武力攻撃事態等の認定があった場合には、国民保護措置の実施に伴う損失

補償、国民保護措置に係る不服申立て、訴訟その他の国民の権利利益の救済に係る

手続を迅速に処理するため、国民からの問い合わせに対応するための総合的な窓口

を開設し、手続項目ごとに、以下のとおり担当課を定める。 

また、必要に応じ外部の専門家等の協力を得ることなどにより、国民の権利利益

の救済のため迅速に対応する。 

 

【国民の権利利益の救済に係る手続項目一覧】 
 

損失補償 

（法第159条第1項） 

特定物資の収用に関すること。（法第81条第2項）  

特定物資の保管命令に関すること。（法第81条第3項） 

土地等の使用に関すること。（法第82条） 

応急公用負担に関すること。（法第113条第3項） 

車両等の破損措置に関すること。 

（法第155条第2項において準用する災害対策基本法第76条 

の3第2項後段） 

損害補償 

（法第160条） 

国民への協力要請によるもの 

（法第70条第1・3項、80条第1項、115条第1項、123条第1項） 

医療の実施の要請等によるもの（法第85条第1・2項） 

不服申立てに関すること。（法第6条、175条） 

訴訟に関すること。（法第6条、175条） 

 

 (2) 国民の権利利益に関する文書の保存 

 市は、国民の権利利益の救済の手続に関連する文書（公用令書の写し、協力の要
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請日時、場所、協力者、要請者、内容等を記した書類等）を、市文書管理規程等の

定めるところにより、適切に保存する。また、国民の権利利益の救済を確実に行う

ため、武力攻撃災害による当該文書の逸失等を防ぐために、安全な場所に確実に保

管する等の配慮を行う。 

 市は、これらの手続に関連する文書について、武力攻撃事態等が継続している場

合及び国民保護措置に関して不服申立て又は訴訟が提起されている場合には保存期

間を延長する。 
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第２ 関係機関との連携体制の整備 

 

 

 

 

 

 

１ 基本的考え方 

 

(1) 防災のための連携体制の活用 

市は、武力攻撃事態等への効果的かつ迅速な対処ができるよう、防災のための連

携体制も活用し、関係機関との連携体制を整備する。 

 

(2) 関係機関の計画との整合性の確保 

市は、国、県、他の市町村、指定公共機関及び指定地方公共機関その他の関係機

関の連絡先を把握するとともに、関係機関が作成する国民保護計画及び国民保護業

務計画との整合性の確保を図る。 

 

(3) 関係機関相互の意思疎通 

市は、個別の課題に関して関係機関による意見交換の場を設けること等により、

関係機関の意思疎通を図り、人的なネットワークを構築する。この場合において、

市国民保護協議会の部会を活用すること等により、関係機関の積極的な参加が得ら

れるように留意する。 

 

２ 県との連携 

 

(1) 県の連絡先の把握等 

市は、緊急時に連絡すべき県の連絡先及び担当部署（担当部局名、所在地、電話

（ファックス）番号、メールアドレス等）について把握するとともに、定期的に更

新を行い、国民保護措置の実施の要請等が円滑に実施できるよう、県と必要な連携

を図る。 

 

(2) 県との情報共有 

警報の内容、経路や運送手段等の避難、救援の方法等に関し、県との間で緊密な

情報の共有を図る。 

 

(3) 市国民保護計画の県への協議 

  市は、県との国民保護計画の協議を通じて、県の行う国民保護措置と市の行う国

民保護措置との整合性の確保を図る。 

 

 
  市は、国民保護措置を実施するに当たり、国、県、他の市町村、指定公共機関、 

指定地方公共機関その他の関係機関と相互に連携協力することが必要不可欠である 

ため、以下のとおり、関係機関との連携体制整備のあり方について定める。 
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(4) 県警察との連携 

市長は、自らが管理する道路について、武力攻撃事態等において、道路の通行禁

止措置等に関する情報を道路利用者に積極的に提供できるよう、県警察と必要な連

携を図る。 

 

３ 近接市町村との連携 

 

(1) 近接市町村との連携 

市は、近接市町村の連絡先、担当部署等に関する最新の情報を常に把握するとと

もに、近接市町村相互の国民保護計画の内容について協議する機会を設けることや、

防災に関し締結されている市町村間の相互応援協定等について必要な見直しを行う

こと等により、武力攻撃災害の防御、避難の実施体制、物資及び資材の供給体制等

における近接市町村相互間の連携を図る。 

 

(2) 消防機関の連携体制の整備 

  市は、消防機関の活動が円滑に行われるよう、近接市町村の消防機関との応援体

制の整備を図るとともに、必要により既存の消防応援協定等の見直しを行うこと等

により、消防機関相互の連携を図る。また、消防機関のＮＢＣ対応可能部隊数やＮ

ＢＣ対応資機材の保有状況を相互に把握し、相互応援体制の整備を図る。 

     

４ 指定公共機関等との連携 

 

(1) 指定公共機関等の連絡先の把握 

市は、区域内の指定公共機関等との緊密な連携を図るとともに、指定公共機関等

の連絡先、担当部署等について最新の情報を常に把握しておく。 

 

(2）医療機関との連携 

 市は、事態発生時に医療機関の活動が速やかに行われるよう消防機関とともに、

災害拠点病院、救命救急センター、医師会等との連絡体制を確認するとともに平素

からの意見交換や訓練を通じて、緊急時の医療ネットワークと広域的な連携を図る。 

 また、特殊な災害への対応が迅速に行えるよう（財）日本中毒情報センター等の

専門的な知見を有する機関との連携に努める。 

 

(3) 関係機関との協定の締結等 

市は、関係機関から物資及び資材の供給並びに避難住民の運送等について必要な

協力が得られるよう、防災のために締結されている協定の見直しを行うなど、防災

に準じた必要な連携体制の整備を図る。 

また、市は、区域内の事業所における防災対策への取組みに支援を行うとともに、

民間企業の有する広範な人的・物的ネットワークとの連携の確保を図る。 
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【防災における関係機関との協定一覧】 

 

協定名称 応援の内容 連 絡 先 

筑後市上下水

道災害相互応

援に関する協

定 

⑴ 応急給水活動 

⑵ 応急復旧活動 

⑶ 応急復旧用資機材の提供 

⑷ 前各号に掲げるもののほか特に要請のあった事項 

・筑後市管工事協同組合（0942-52-8946） 

【㈲石貫設備、㈲井口水道、㈱牟田商会、

三洲建設㈱、小宮産業機械㈱、 

㈲西部設備工業、㈲古賀設備工業、 

㈲筑後温水器、㈲城崎設備工業、 

徳永設備、安達建設㈱、保守センター】 

災害時におけ

る応急措置の

業務に関する

協定 

⑴ 災害時における建築物、その他工作物の崩壊、倒

壊及び損壊に伴う緊急人命救助のための障害物の除

去作業 

⑵ 災害時における建築物、その他工作物の崩壊、倒

壊及び損壊に伴う緊急交通確保のための障害物の除

去作業 

⑶ 災害時における道路、河川、その他の施設の応急

復旧 

⑷ その他災害の発生の防御又は拡大の防止のため

に、市が必要と認める緊急応援作業 

・瀬口舗道㈱（090-8298-6610） 

・㈲青光園（090-4587-5708） 

・北原造園土木（090-3191-1008） 

・筑後建設組合（0942-53-7631） 

【㈲秋山産業、安達建設㈱、池田建設㈱、

大坪建設㈱、㈱大藪組、河野組、共栄組、

㈲久保工業、㈱古賀建設、㈱五醍建設、 

㈲佐藤組、三洲建設㈱、下川産業㈱、 

㈱下川土木、進和舗道㈱、㈲角組、 

大一舗道㈱、太平土木㈱、田島建設㈲、 

田島土木工業㈱、㈱尋木組、田中建設㈱、

つくし建設㈱、㈱堤建設、㈲内藤建設、 

㈲西田組、㈱西日本、浩海土木、深町組、

丸欣工業、㈱むつみ工業、㈲矢ヶ部建設、

安永セメント工業㈲】 

 

災害時におけ

る福岡県内市

町村間の相互

応援に関する

基本協定 

⑴ 食料、飲料水及び生活必需物資並びにその供給に

必要な資機材の提供 

⑵ 被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に

必要な資機材及び物資の提供 

⑶ 救援及び救助活動に必要な車両、舟艇等の提供 

⑷ 救助及び応急復旧に必要な医療職、技術職、技能

職等の職員の派遣 

⑸ 被災者の一時収容のための施設の提供 

⑹ 被災傷病者の受入れ 

⑺ 遺体の火葬のための施設の提供 

⑻ ゴミ・し尿等の処理のための施設の提供 

⑼ ボランティアの受付及び活動調整 

⑽ 前各号に定めるもののほか、特に要請のあった事

項 

・県内全市町村 

 

被災市町村の長は、個別に他の市町村の

長に応援を要請しようとする場合には、電

話等により応援を要請する。 

複数の市町村の長に同時に応援を要請し

ようとする場合には、電話等により知事に

対し応援要請の依頼を行うものとし、知事

は、他の市町村の長に対して速やかに要請

内容を伝達する。 
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災害時におけ

る物資供給に

関する協定書 

⑴ 生活必需物資並びに災害時における緊急対応等に必

要な資機材の提供 

 

・ＮＰＯ法人 コメリ災害対策センタ ー 

（025-371-4112） 

・福岡県LPガス協会八女支部 

（0943-23-3252） 

【㈲前田商会、㈴田中プロパン、 

猪口商会、（資）西牟田食販店、 

下川燃料店、矢加部住設、 

入部米穀燃料販売店、下川石油、 

㈲石川商店、九州日紅㈱、 

古賀プロパン店、萩原酸素商会、 

㈱大靏商事、㈲一条プロパン、 

㈲野田商店、九州クリーンガス㈱、 

筑後液化石油ガス事業協同組合、 

九州石油ガス㈱、 

三愛オブリガス九州㈱、 

㈱三愛ガスサービス、 

九州ガスサプライ㈱、 

筑後ガスセンター㈱、 

八女部会(26事業所)、 

黒木部会(10事業所)】 

・㈲角金物（0942-52-2361） 

・福岡県八女農業協同組合 

（0942-53-4811） 

・㈱ヒライ（096-324-3666） 

・嘉穂無線㈱（092-953-0369） 

・㈱サンリブ（093-591-3711） 

・㈱ナフコ（090-1191-5972） 

・㈱牟田商会（0942-53-3126） 

・㈱マミーズ（0942-52-5445） 

・㈱ニシケン（0942-24-3666） 

・アスタラビスタ八女インター店 

（0942-42-2202） 

 

災害時の緊急

救援物資輸送

に関する協定 

災害応急対策に必要な資機材・生活物資等の輸送業務 ・福岡県トラック協会 

 （092-451-7878） 

 



 

 30 

災害時におけ

る避難所に関

する協定 

 

 

 

 

台風や大雨、地震等の災害が発生し、または発生する

恐れがある場合に、協定先の所有する施設を避難所と

して開設する 

・寛元寺公民館 

 （寛元寺行政区長） 

・福岡県八女農業協同組合 

  筑後地区センター 

 （0942-53-4811） 

・福岡県トラック協会 

筑後緊急物資輸送センター 

 （0942-52-3115） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 自主防災組織等に対する支援 

 

(1) 自主防災組織等に対する支援 

市は、自主防災組織及び行政区等のリーダー等に対する研修等を通じて国民保護

措置の周知及び自主防災組織等の活性化を推進し、その充実を図るとともに、自主

防災組織等相互間、消防団等との間の連携が図られるよう配慮する。また、国民保

護措置についての訓練の実施を促進し、自主防災組織等が行う消火、救助、救援等

のための施設及び設備の充実を図る。 

 

(2) 自主防災組織以外のボランティア団体等に対する支援 

市は、防災のための連携体制を踏まえ、日本赤十字社、社会福祉協議会その他の

ボランティア関係団体等との連携を図り、武力攻撃事態等においてボランティア活

動が円滑に行われるよう、その活動環境の整備を図る。 
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 第３ 通信の確保 

 

 

 

 

 

(1) 非常通信体制の整備 

    市は、国民保護措置の実施に関し、非常通信体制の整備、重要通信の確保に関す

る対策の推進を図るものとし、自然災害その他の非常時における通信の円滑な運用

を図ること等を目的として、関係省庁、地方公共団体、主要な電気通信事業者等で

構成された非常通信協議会や福岡地区非常通信連絡会（福岡県消防防災安全課内）

との連携に十分配慮する。 

       

(2) 非常通信体制の確保 

    市は、武力攻撃災害発生時においても情報の収集、提供を確実に行うため、情報

伝達ルートの多ルート化や停電等に備えて非常用電源の確保を図るなど、自然災害

時における体制を活用し、情報収集、連絡体制の整備に努める。 

 

【施設・設備面】 

・非常通信設備等の情報通信手段の施設について、非常通信の取扱いや機器

の操作の習熟を含めた管理・運用体制の構築を図る。 

・武力攻撃災害による被害を受けた場合に備え、複数の情報伝達手段の整備

（有線・無線系、地上系・衛星系等による伝送路の多ルート化等）、関連

機器装置の二重化等の障害発生時における情報収集体制の整備を図る。 

・携帯電話に対する電子メールなど無線通信ネットワークの整備・拡充の推

進及び相互接続等によるネットワーク間の連携を図る。 

・武力攻撃災害時において確実な利用ができるよう、国民保護措置の実施に

必要な非常通信設備を定期的に点検する。 

 

【運用面】 

・夜間・休日の場合等における体制を確保するとともに、平素から情報の収

集・連絡体制の整備を図る。 

・武力攻撃災害による被害を受けた場合に備え、通信輻輳時及び途絶時並び

に庁舎への電源供給が絶たれた場合を想定した、非常用電源を利用した関

係機関との実践的通信訓練の実施を図る。 

・通信訓練を行うに当たっては、地理的条件や交通事情等を想定し、実施時

間や電源の確保等の条件を設定した上で、地域住民への情報の伝達、避難

先施設との間の通信の確保等に関する訓練を行うものとし、訓練終了後に

評価を行い、必要に応じ体制等の改善を行う。 

 

 市は、武力攻撃事態等において国民保護措置を的確かつ迅速に実施するためには、 

非常通信体制の整備等による通信の確保が重要であることから、以下のとおり、非常 

通信体制の整備等について定める。 
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・無線通信系の通信輻輳時の混信等の対策に十分留意し、武力攻撃事態等非

常時における運用計画を定めるとともに、関係機関との間で携帯電話等の

電気通信事業用移動通信及び防災行政無線、消防救急無線等の業務用移動

通信を活用した運用方法等についての十分な調整を図る。 

・電気通信事業者により提供されている災害時優先電話等の効果的な活用を

図る。 

・担当職員の役割・責任の明確化等を図るとともに、職員担当者が被害を受

けた場合に備え、円滑に他の職員が代行できるような体制の構築を図る。 

・住民に情報を提供するに当たっては、ＭＣＡシステムを活用した「ちくご

コミュニティ無線」、広報車両等の活用はもとより、携帯電話に対する電

子メールの送信など迅速な伝達体制の構築を図る。 

・高齢者、障害者、外国人その他の情報の伝達に際し援護を要する者及びそ

の他通常の手段では情報の入手が困難と考えられる者に対しても情報を伝

達できるよう必要な検討を行う。 

 

※ ＭＣＡシステムとは、 

一定の周波数を多数の利用者で共同で利用するＭＣＡ方式（Multi-Cha

nnel Access System）を採用した業務用無線システムであり、陸上移動

通信分野（運送業、タクシー等）において広く利用されている。 

 

※ ちくごコミュニティ無線とは、 

複数の相手方に一斉に通報できるＭＣＡシステムの特徴を活かした、同

報系通信システムである情報伝達システムである。
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 第４ 情報収集・提供等の体制整備 

 

 

 

 

 

 

 

１ 基本的考え方 

 

(1) 情報収集・提供のための体制の整備 

市は、武力攻撃等の状況、国民保護措置の実施状況、被災情報その他の情報等を

収集又は整理し、関係機関及び住民に対しこれらの情報の提供等を適時かつ適切に

実施するための体制を整備する。 

 

(2) 体制の整備に当たっての留意事項 

体制の整備に際しては、防災における体制を踏まえ、効率的な情報の収集、整理

及び提供や、武力攻撃災害により障害が発生した場合の通信の確保に留意する。 

  特に、携帯電話に対する電子メールの送信などを活用した迅速な情報提供の体制

の構築を図る。 

 

 (3) 情報の共有 

市は、国民保護措置の実施のため必要な情報の収集、蓄積及び更新に努めるとと

もに、これらの情報が関係機関により円滑に利用されるよう、情報セキュリティー

等に留意しながらデータベース化等に努める。 

 

２ 警報等の伝達に必要な準備 

 

(1) 警報の伝達体制の整備 

市は、知事から警報の内容の通知があった場合の住民及び行政区等関係団体への

伝達方法等についてあらかじめ定めておくとともに、住民及び行政区等関係団体に

伝達方法等の理解が行き渡るよう事前に説明や周知を図る。この場合において、防

災における体制を踏まえ、民生委員や社会福祉協議会、国際交流協会等との協力体

制を構築するなど、高齢者、障害者、外国人等に対する伝達に配慮する。（その際、

民生委員や社会福祉協議会との十分な協議の上、その役割を考える必要がある。） 

 

(2) 防災行政無線の整備 

  市は、武力攻撃事態等における迅速な警報の内容の伝達等をするために、ＭＣＡ

システムを活用した「ちくごコミュニティ無線」を整備する。 

 

 

  市は、武力攻撃事態等において、国民保護措置に関する情報提供、警報の内容の 

通知及び伝達、被災情報の収集・報告、安否情報の収集・整理等を行うため、情報 

収集・提供等の体制整備のために必要な事項について、以下のとおり定める。 
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※【全国瞬時警報システム（J-ALERT）の整備について】 

  国においては、対処に時間的余裕のない弾道ミサイル攻撃に係る警報や自然災害

における緊急地震速報、津波警報等を住民に瞬時かつ確実に伝達するため、国が衛

星通信ネットワークを通じて直接市町村の同報系防災行政無線を起動し、サイレン

吹鳴等を行う全国瞬時警報システム（J-ALERT）の適確な管理・運用を行う。 

 

(3) 県警察との連携 

  市は、武力攻撃事態等において、住民に対する警報の内容の伝達が的確かつ迅速

に行われるよう、県警察との協力体制を構築する。 

 

(4) 国民保護に係るサイレンの住民への周知 

  国民保護に係るサイレン音（「国民保護に係る警報のサイレンについて」平成17

年７月６日付け消防運第17号国民保護運用室長通知）については、訓練等の様々な

機会を活用して住民に十分な周知を図る。 

 

(5) 大規模集客施設等に対する警報の伝達のための準備 

市は、県から警報の内容の通知を受けたときに市長が迅速に警報の内容の伝達を

行うこととなる区域内に所在する学校、病院、駅、官公庁、事業所その他の多数の

者が利用又は居住する施設について、県との役割分担も考慮して定める。 

    

 (6) 民間事業者からの協力の確保 

市は、県と連携して、特に昼間人口の多い地域における「共助」の活動の実施が

期待される民間事業者が、警報の内容の伝達や住民の避難誘導等を主体的に実施で

きるよう、各種の取組みを推進する。 

その際、先進的な事業者の取組みをＰＲすること等により、協力が得られやすく

なるような環境の整備に努める。 

 

３ 安否情報の収集、整理及び提供に必要な準備 

  

(1)  安否情報の種類、収集及び報告の様式 

市は、避難住民及び武力攻撃災害により負傷し、又は死亡した住民の安否情報

（以下参照）に関して、武力攻撃事態等における安否情報の収集及び報告の方法並

びに安否情報の照会及び回答の手続その他の必要な事項を定める省令（平成17年総

務省令第44号。以下「安否情報省令」という。）第１条に規定する様式第１号及び

様式第２号の安否情報収集様式により収集を行い、第２条に規定する様式第３号の

安否情報報告書の様式により、県に報告する。 



 

    35 

 【収集・報告すべき情報】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 安否情報収集のための体制整備 

市は、収集した安否情報を円滑に整理、報告及び提供することができるよう、あ

らかじめ、市における安否情報の整理担当者及び安否情報の回答責任者等を定める

とともに、職員に対し、必要な研修・訓練を行う。また、県の安否情報収集体制

（担当者の配置や収集方法・収集先等）の確認を行う。 

 

(3) 安否情報の収集に協力を求める関係機関の把握 

市は、安否情報の収集を円滑に行うため、医療機関、諸学校等安否情報を保有し、

収集に協力を求める可能性のある関係機関について、既存の統計資料等に基づいて

その所在及び連絡先等をあらかじめ把握する。 

１ 避難住民・負傷住民 

 ① 氏名 

 ② フリガナ 

 ③ 出生の年月日 

 ④ 男女の別 

 ⑤ 住所(郵便番号を含む。） 

 ⑥ 国籍 

 ⑦ ①～⑥のほか、個人を識別するための情報（前各号のいずれかに掲げる情

報が不明である場合において、当該情報に代えて個人を識別することがで

きるものに限る。） 

 ⑧ 負傷(疾病）の該当 

 ⑨ 負傷又は疾病の状況 

⑩ 現在の居所 

 ⑪ 連絡先その他必要情報 

 ⑫ 親族・同居者への回答の希望 

 ⑬ 知人への回答の希望 

 ⑭ 親族・同居者・知人以外の者への回答又は公表の同意 

 ２ 死亡住民 

 （上記①～⑦に加えて） 

 ⑧ 死亡の日時、場所及び状況 

 ⑨ 遺体が安置されている場所 

 ⑩ 連絡先その他必要情報 

 ⑪ ①～⑩を親族・同居者・知人以外の者からの照会に対して回答することへ

の同意 
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４ 被災情報の収集・報告に必要な準備 

 

(1) 情報収集・連絡体制の整備 

市は、被災情報の収集、整理及び知事への報告等を適時かつ適切に実施するため、

あらかじめ情報収集・連絡に当たる担当部署を定めるとともに、必要な体制の整備

を図る。 

 

(2) 担当者の育成 

市は、あらかじめ定められた情報収集・連絡に当たる担当者に対し、情報収集・

連絡に対する正確性の確保等の必要な知識や理解が得られるよう研修や訓練を通じ

担当者の育成に努める。 
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 第５ 研修及び訓練 

 

 

 

 

 

 

 

１ 研修 

 

(1) 研修機関における研修の活用 

市は、国民保護の知見を有する職員を育成するため、消防大学校、市町村職員中

央研修所、福岡県市町村職員研修所、県消防学校等の研修機関の研修課程を有効に

活用し、職員の研修機会を確保する。 

 

(2) 職員等の研修機会の確保 

市は、職員に対して、国、県等が作成する国民保護に関する教材や資料等も活用

し、多様な方法により研修を行う。 

また、県と連携し、消防団員及び自主防災組織リーダーに対して国民保護措置に

関する研修等を行うとともに、国が作成するビデオ教材や国民保護ポータルサイト、 

ｅ－ラーニングを活用するなど多様な方法による研修を行う。 

※【国民保護ポータルサイト】http://www.kokuminhogo.go.jp/ 

※【総務省消防庁ホームページ】http://www.fdma.go.jp/ 

※【福岡県の国民保護】http://www.bousai.pref.fukuoka.jp/kokuminhogo/toppage.htm  
 

(3) 外部有識者等による研修 

市は、職員等の研修の実施に当たっては、消防職員を活用するほか、県、自衛隊

及び警察の職員、学識経験者等を講師に招くなど外部の人材についても積極的に活

用する。 

 
 

２ 訓練 

 

(1) 市における訓練の実施 

市は、近隣市町村、県、国等関係機関と共同するなどして、国民保護措置につい

ての訓練を実施し、武力攻撃事態等における対処能力の向上を図る。 

訓練の実施に当たっては、具体的な事態を想定し、防災訓練のノウハウを活用す

るとともに、県警察、自衛隊等との連携を図る。 

 

(2) 訓練の形態及び項目 

訓練を計画するに当たっては、実際に人・資機材等を動かす実動訓練、状況付与

に基づいて参加者に意思決定を行わせる図上訓練等、実際の行動及び判断を伴う実

  市は、住民の生命、身体及び財産を保護する責務を有していることから、研修を 

通じて国民保護措置の実施に必要な知識の習得に努めるとともに、実践的な訓練を 

通じて武力攻撃事態等における対処能力の向上に努める必要がある。このため、市 

における研修及び訓練のあり方について必要な事項を、以下のとおり定める。 

 

http://www.kokuminhogo.go.jp/
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践的な訓練を実施する。 

また、防災訓練における実施項目を参考にしつつ、以下に示す訓練を実施する。 

① 市対策本部を迅速に設置するための職員の参集訓練及び市対策本部設置運営訓

練 

② 警報・避難の指示等の内容の伝達訓練及び被災情報・安否情報に係る情報収集

訓練 

③ 避難誘導訓練及び救援訓練 

  

(3) 訓練に当たっての留意事項 

① 国民保護措置と防災上の措置との間で相互に応用が可能な項目については、国

民保護措置についての訓練と防災訓練とを有機的に連携させる。 

② 国民保護措置についての訓練の実施においては、住民の避難誘導や救援等に当

たり、行政区の協力を求めるとともに、特に高齢者、障害者その他特に配慮を要

する者への的確な対応が図られるよう留意する。 

③ 訓練実施時は、第三者の参加を求め、客観的な評価を行うとともに、参加者等

から意見を聴取するなど、教訓や課題を明らかにし、国民保護計画の見直し作業

等に反映する。 

④ 市は、行政区、自主防災組織などと連携し、住民に対し広く訓練への参加を呼

びかけ、訓練の普及啓発に資するよう努め、訓練の開催時期、場所等は、住民の

参加が容易となるよう配慮する。 

⑤ 市は、県と連携し、学校、病院、駅、官公庁、事業所その他の多数の者が利用

又は居住する施設の管理者に対し、火災や地震等の計画及びマニュアル等に準じ

て警報の内容の伝達及び避難誘導を適切に行うため必要となる訓練の実施を促す。 

⑥ 市は、県警察と連携し、避難訓練時における交通規制等の実施について留意す

る。 
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第２章 避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する平素からの備え 

 

 

 

 

 

 

１ 避難に関する基本的事項 

 

(1) 基礎的資料の収集 

市は、迅速に避難住民の誘導を行うことができるよう、住宅地図、道路網のリス

ト、避難施設のリスト等必要な基礎的資料を準備する。 

 

  【市対策本部において集約・整理すべき基礎的資料】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する平素からの備えに関して必要な事 

 項について、以下のとおり定める（通信の確保、情報収集・提供体制など既に記載 

 しているものを除く。）。 
 
 

 ○ 住宅地図 

 （※ 人口分布、世帯数） 

 ○ 区域内の道路網のリスト 

 （※ 避難経路として想定される高速道路、国道、県道、市道等の道路のリ 

スト） 

 ○ 輸送力のリスト 

 （※ 鉄道、バス等の運送事業者や公共交通機関の保有する輸送力のデータ） 

 （※ 鉄道網やバス網、保有車両数などのデータ） 

 ○ 避難施設のリスト（データベース策定後は、当該データベース） 

 （※ 避難住民の収容能力や屋内外の別等） 

 ○ 備蓄物資、調達可能物資のリスト 

 （※ 備蓄物資の所在地、数量、区域内の主要な民間事業者のリスト） 

 ○ 生活関連等施設等のリスト 

 （※ 避難住民の誘導に影響を与えかねない一定規模以上のもの） 

 ○ 関係機関（国、県、民間事業者等）の連絡先一覧、協定 

 ○ 行政区、自主防災組織等の連絡先等一覧 

 （※ 代表者及びその代理の者の自宅及び勤務先の住所、連絡先等） 

 ○ 消防機関のリスト 

 （※ 消防本部・署の所在地等の一覧、消防団長の連絡先） 

 （※ 消防機関の装備資機材のリスト） 

 ○ 災害時要援護者の避難支援プラン 
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(2) 隣接する市町村との連携の確保 

市は、市の区域を越える避難を行う場合に備えて、平素から、隣接する市町村と

想定される避難経路や相互の支援の在り方等について意見交換を行い、また、訓練

を行うこと等により、緊密な連携を確保する。 

 

(3) 高齢者、障害者等災害時要援護者への配慮 

市は、避難住民の誘導に当たっては、高齢者、障害者等自ら避難することが困難

な者の避難について、自然災害時への対応として作成する避難支援プランを活用し

つつ災害時要援護者の避難対策を講じる。 

  その際、避難誘導時において、災害・福祉関係部局を中心とした横断的な「災害

時要援護者支援班」を迅速に設置できるよう職員の配置に留意する。 

 

(4) 民間事業者からの協力の確保 

市は、避難住民の誘導時における地域の民間事業者の協力の重要性にかんがみ、

平素から、これら企業の協力が得られるよう、連携・協力の関係を構築しておく。 

 

  (5) 学校や事業所との連携 

市は、学校や大規模な事業所における避難に関して、時間的な余裕がない場合に

おいては、事業所単位により集団で避難することを踏まえて、平素から、各事業所

における避難の在り方について、意見交換や避難訓練等を通じて、対応を確認する。 

 

 ２ 避難実施要領のパターンの作成 

 

  (1) 避難実施要領のパターンの作成 

① 市は、関係機関（教育委員会など市の各執行機関、消防機関、県、県警察、自

衛隊等）と緊密な意見交換を行いつつ、消防庁が作成するマニュアルを参考に、

高齢者、障害者、乳幼児などの災害時要援護者の避難方法、観光客や昼間人口の

存在、混雑や交通渋滞の発生状況等について配慮し、複数の避難実施要領のパタ

ーンをあらかじめ作成する。 

② 市は、避難実施要領を策定する際の関係機関の意見聴取の方法については、で

きるだけ迅速に行うことができるよう、あらかじめ定めておく。 

③ 市は、避難実施要領の内容を住民及び関係のある公私の団体に的確かつ迅速に

伝達するため、あらかじめ伝達方法等を定めておく。 

④ 市長は、地域住民、自主防災組織等の協力を得ながら、平素から高齢者、障害

者などの災害時要援護者の所在把握等に努めるとともに、その滞在している施設

の管理者に対して、火災や地震等への対応に準じて避難誘導を適切に行うため必

要となる措置及び訓練の実施に努めるよう要請する。 

 

３ 救援に関する基本的事項 
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(1) 県との調整 

  市は、県から救援の一部の事務を市において行うこととされた場合や市が県の行

う救援を補助する場合にかんがみて、市の行う救援の活動内容や県との役割分担等

について、自然災害時における市の活動状況等を踏まえ、あらかじめ県と調整して

おく。 

 

(2) 基礎的資料の準備等 

  市は、県と連携して、救援に関する事務を行うために必要な資料を準備するとと

もに、避難に関する平素の取組みと並行して、関係機関との連携体制を確保する。 

 

４ 運送事業者の輸送力・輸送施設の把握等 

 

市は、県と連携して、運送事業者の輸送力の把握や輸送施設に関する情報の把握等

を行うとともに、避難住民や緊急物資の運送を実施する体制を整備するよう努める。 

 

(1) 運送事業者の輸送力及び輸送施設に関する情報の把握 

市は、県が保有する市の区域の輸送に係る運送事業者の輸送力及び輸送施設に関

する情報を共有する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

(2) 運送経路の把握等 

市は、武力攻撃事態等における避難住民や緊急物資の運送を円滑に行うため、県

が保有する当該市町村の区域に係る運送経路の情報を共有する。 

 

５ 避難施設の指定への協力 

 

市は、県が行う避難施設の指定に際しては、必要な情報を提供するなど県に協力す

る。 

市は、県が指定した避難施設に関する情報を避難施設データベース等により、県と

共有するとともに、県と連携して住民に周知する。 

 

６ 生活関連等施設の把握等 

 

 ○ 輸送力に関する情報 
  ① 保有車輌等(鉄道、定期・路線バス、)の数、定員 
  ② 本社及び支社の所在地、連絡先、連絡方法 など 
 
 ○ 輸送施設に関する情報 
  ① 道路 （路線名、起点・終点、車線数、管理者の連絡先など） 
  ② 鉄道 （路線名、終始点駅名、路線図、管理者の連絡先など） 
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 市は、その区域内に所在する生活関連等施設について、県を通じて把握するととも

に、県との連絡態勢を整備する。 

 また、市は、「生活関連等施設の安全確保の留意点について」（平成17年８月29日

閣副安危第364号内閣官房副長官補（安全保障・危機管理担当）付内閣参事官通知）

に基づき、その管理に係る生活関連等施設の安全確保措置の実施のあり方について定

める。 
【生活関連等施設の種類及び所管省庁、県関係部局】 

 国民保護 
法施行令 

各号 施 設 の 種 類 所管省庁名 県関係部局  

第２７条 １号 発電所、変電所 経済産業省 － 
２号 ガス工作物 経済産業省 商工部工業保安課 
３号 取水施設、貯水施設、浄水施設、 

配水池 
厚生労働省 県土整備部水道整備室 

４号 鉄道施設、軌道施設 国土交通省 県土整備部企画交通課 
５号 電気通信事業用交換設備 総務省 － 
６号 放送用無線設備 総務省 － 
７号 水域施設、係留施設 国土交通省 県土整備部港湾課 
８号 滑走路等、旅客ターミナル施設、 

航空保安施設 
国土交通省 企画振興部空港対策局 

空港整備課 
９号 ダム 国土交通省 

農林水産省 
県土整備部河川課 

農林水産部農村森林整備課 
 

第２８条 １号 危険物 総務省消防庁 防災危機管理局 

消防防災指導課 

２号 毒劇物（毒物及び劇物取締法） 厚生労働省 保健医療介護部薬務課 
３号 火薬類 経済産業省 商工部工業保安課 
４号 高圧ガス 経済産業省 〃 
５号 核燃料物質（汚染物質を含む。） 文部科学省 

経済産業省 
防災危機管理局 

６号 核原料物質 文部科学省 
経済産業省 

－ 

７号 放射性同位元素（汚染物質を含 
む。） 

文部科学省 防災危機管理局 

８号 毒劇薬（薬事法） 厚生労働省 
農林水産省 

保健医療介護部薬務課 
農林水産部畜産課 

９号 電気工作物内の高圧ガス 経済産業省 商工部工業保安課 
10号 生物剤、毒素 各省庁（主務大臣） 福祉労働部福祉総務課 
11号 毒性物質 経済産業省 福祉労働部福祉総務課 
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第３章 物資及び資材の備蓄、整備 

 

 

 

 

 

 １ 市における備蓄 

 

(1) 防災のための備蓄との関係 

住民の避難や避難住民等の救援に必要な物資や資材については、従来の防災のた

めに備えた物資や資材と共通するものが多いことから、可能であるものについては、

原則として、国民保護措置のための備蓄と防災のための備蓄とを相互に兼ねるとと

もに、武力攻撃事態等において特に必要となる物資及び資材について、備蓄し、又

は調達体制を整備する。 

 

(2) 国民保護措置の実施のために必要な物資及び資材 

国民保護措置の実施のため特に必要となる化学防護服や放射線測定装置等の資機

材については、国がその整備や整備の促進に努めることとされ、また、安定ヨウ素

剤や天然痘ワクチン等の特殊な薬品等のうち国において備蓄・調達体制を整備する

ことが合理的と考えられるものについては、国において必要に応じて備蓄・調達体

制の整備等を行うこととされており、市としては、国及び県の整備の状況等も踏ま

え、県と連携しつつ対応する。 

    

【国民保護措置のために特に必要な物資及び資材の例】 

 安定ヨウ素剤、天然痘ワクチン、化学防護服、放射線測定装置、 

 放射性物質等による汚染の拡大を防止するための除染器具  など 

 

(3) 県との連携 

市は、国民保護措置のために特に必要となる物資及び資材の備蓄・整備について、

県と密接に連携して対応する。 

また、武力攻撃事態等が長期にわたった場合においても、国民保護措置に必要な

物資及び資材を調達することができるよう、他の市町村等や事業者等との間で、そ

の供給に関する協定をあらかじめ締結するなど、必要な体制を整備する。 

 

２ 市が管理する施設及び設備の整備及び点検等 

 

(1) 施設及び設備の整備及び点検 

市は、国民保護措置の実施も念頭におきながら、その管理する施設及び設備につ

いて、整備し、又は点検する。 

 

 

  市が備蓄、整備する国民保護措置の実施に必要な物資及び資材について、以下の 

とおり定める。 
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(2) ライフライン施設の代替性の確保  

  市は、その管理する上下水道施設等のライフライン施設について、自然災害に対

する既存の予防措置を活用しつつ、系統の多重化、拠点の分散、代替施設の整備等

による代替性の確保に努める。 

 

(3) 復旧のための各種資料等の整備等 

市は、武力攻撃災害による被害の復旧の的確かつ迅速な実施のため、地籍調査の

成果、不動産登記その他土地及び建物に関する権利関係を証明する資料等について、

既存のデータ等を活用しつつ整備し、その適切な保存を図り、及びバックアップ体

制を整備するよう努める。 
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第４章 国民保護に関する啓発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 国民保護措置に関する啓発  

 

(1) 啓発の方法 

市は、国及び県と連携しつつ、住民に対し、広報誌、パンフレット、インターネ

ット等の様々な媒体を活用して、国民保護措置の重要性について継続的に啓発を行

うとともに、住民向けの研修会、講演会等を実施する。また、高齢者、障害者、外

国人等に対しては、点字や外国語を使用した広報媒体を使用するなど実態に応じた

方法により啓発を行う。 

 

(2) 防災に関する啓発との連携 

市は、啓発の実施に当たっては、防災に関する啓発とも連携し、消防団及び自主

防災組織の特性も活かしながら地域住民への啓発を行う。 

 

(3) 学校における教育 

市教育委員会は、県教育委員会の協力を得て、児童生徒等の安全の確保及び災害

対応能力育成のため、市立学校において、安全教育や自他の生命を尊重する精神、

ボランティア精神の養成等のための教育を行う。 

 

２ 武力攻撃事態等において住民がとるべき行動等に関する啓発  

 

市は、武力攻撃災害の兆候を発見した場合の市長等に対する通報義務、不審物等

を発見した場合の管理者に対する通報等について、啓発資料等を活用して住民への

周知を図る。 

また、市は、弾道ミサイル攻撃の場合や地域においてテロが発生した場合などに

住民がとるべき対処についても、国が作成する各種資料（内閣官房作成の「武力攻

 

  武力攻撃災害による被害を最小限化するためには、住民が国民保護に関する正し 

い知識を身につけ、武力攻撃事態等において避難や救援等に際し、適切に行動する 

必要がある。 

また、国民は、避難住民の誘導、救援、消火、負傷者の搬送、被災者の救助等に 

必要な援助についての国民保護措置の実施に関する協力を要請されたときは、その 

自発的な意思により、必要な協力をするよう努めるものとされている。 

このため、国民保護の意義や仕組みについて、広く住民の理解が深まるよう、あ 

らゆる機会を通じ説明を行うことが重要であることから、国民保護に関する啓発や 

武力攻撃事態等において住民がとるべき行動等に関する啓発のあり方について必要 

な事項を、以下のとおり定める。 
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撃やテロなどから身を守るために」など）を防災に関する行動マニュアルなどと併

せて活用しながら、住民に対し周知するよう努める。 

また、市は、日本赤十字社、県、消防機関などとともに、傷病者の応急手当につ

いて普及に努める。（なお、「武力攻撃事態やテロから身を守るために」において

応急措置等について記載しており、これらの資料を参照できる。） 


